
 

 

愛媛県の毎月勤労統計調査地方調査月報 

（令和４年12月） 

 

この調査結果の数値は、調査対象事業所からの報告をもとに、愛媛県内の規模５人以上の全事業所に対応するよ

うに推計したものです。 

平成22年１月分調査から、平成19年11月に改定された日本標準産業分類に基づき集計結果を公表しています。 

 

規模５人以上 

１ 賃金の動き 

県内の 12 月の１人平均現金給与総額

（調査産業計）は 493,303 円で、名目賃

金の前年同月比は 1.7%減少し、実質賃金

も5.4%減少しています。 

また、きまって支給する給与は243,405 

円で、名目賃金の前月比は 0.4%減少し、

前年同月比は3.0%増加しています。 

 

２ 労働時間数の動き 

県内の12月の常用労働者１人平均総実

労働時間（調査産業計）は141.1時間で、

前月比は1.6%減少し、前年同月比も1.4%

減少しています。 

このうち、所定外労働時間数は10.0時

間で、前月比は 3.0%減少し、前年同月比

は0.6%増加しています。 

 

３ 雇用の動き 

県内の12月末の常用労働者数（調査産

業計）は452,613人で、前月比は0.1%増

加し、前年同月比も0.5%増加しています。 
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令和４年12月分調査結果

（１）常用労働者の一人平均月間現金給与額 （規模5人以上，令和4年12月）

実質賃金指数 名目賃金指数

前月比 前年同月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前年同月比
円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ 円 円

TL 調査産業計 493,303 94.0 △ 1.7 △ 5.4 243,405 △ 0.4 3.0 225,717 2.6 249,898 △ 15,773

D 建設業 518,605 52.3 △ 16.1 △ 19.2 307,591 △ 3.5 △ 5.4 276,702 △ 5.3 211,014 △ 82,218

E 製造業 539,892 82.0 △ 8.1 △ 11.6 279,965 △ 2.5 6.6 254,633 7.9 259,927 △ 64,867

F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,048,360 185.7 12.5 8.3 359,179 △ 1.8 6.6 333,456 6.3 689,181 94,152

G 情報通信業 644,969 116.4 △ 5.3 △ 8.9 280,688 0.0 △ 5.2 256,210 △ 4.6 364,281 △ 20,570

H 運輸業，郵便業 509,570 77.4 3.1 △ 0.8 292,743 2.6 5.0 246,443 △ 1.4 216,827 957

I 卸売業，小売業 400,521 81.4 10.4 6.2 202,722 △ 2.5 1.2 193,751 2.0 197,799 35,070

J 金融業，保険業 784,697 154.9 △ 4.4 △ 8.0 312,051 1.5 4.0 300,396 4.6 472,646 △ 48,705

K 不動産業，物品賃貸業 383,585 59.6 △ 18.8 △ 21.9 230,458 △ 1.0 △ 5.0 218,914 △ 7.2 153,127 △ 77,058

L 学術研究，専門・技術サービス業 536,554 50.4 △ 8.3 △ 11.8 300,165 △ 2.4 3.7 279,814 3.8 236,389 △ 59,558

M 宿泊業，飲食サービス業 204,736 66.2 85.6 78.7 123,963 5.8 27.0 111,554 21.4 80,773 68,098

N 生活関連サービス業，娯楽業 296,648 38.9 31.0 26.1 205,165 2.2 22.2 195,052 22.4 91,483 33,089

O 教育，学習支援業 882,552 191.5 5.5 1.5 301,030 △ 0.6 △ 0.5 296,987 0.1 581,522 46,832

P 医療，福祉 493,493 101.4 △ 13.2 △ 16.5 237,225 0.9 0.3 222,105 △ 0.3 256,268 △ 75,618

Q 複合サービス事業 908,605 165.0 16.5 12.0 344,468 0.5 6.6 328,793 5.1 564,137 106,790

R サービス業（他に分類されないもの） 350,656 82.3 13.9 9.6 185,201 △ 0.9 1.1 172,075 1.3 165,455 40,786

（２）常用労働者の一人平均月間出勤日数及び実労働時間数 （規模5人以上，令和4年12月）

前月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前月比 前年同月比
時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 日 日

TL 調査産業計 141.1 △ 1.6 △ 1.4 131.1 △ 1.5 △ 1.7 10.0 △ 3.0 0.6 18.6 △ 0.3

D 建設業 167.2 △ 1.8 1.1 150.9 △ 2.7 △ 1.2 16.3 6.6 31.8 20.5 △ 0.7

E 製造業 149.8 △ 2.0 △ 7.5 138.1 △ 1.3 △ 5.9 11.7 △ 9.3 △ 22.2 18.6 △ 0.4

F 電気・ガス・熱供給・水道業 147.7 △ 2.2 △ 0.9 137.0 △ 3.0 △ 4.0 10.7 9.2 72.6 18.2 △ 0.6

G 情報通信業 156.1 0.3 △ 0.1 143.3 0.1 △ 0.6 12.8 2.4 5.8 19.8 △ 0.1

H 運輸業，郵便業 184.9 △ 0.2 6.0 159.3 △ 1.1 3.6 25.6 5.8 23.9 21.3 0.0

I 卸売業，小売業 129.4 △ 3.2 △ 4.7 124.4 △ 3.0 △ 3.5 5.0 △ 9.0 △ 26.7 18.8 △ 0.5

J 金融業，保険業 141.8 △ 0.1 △ 4.4 134.9 0.1 △ 4.5 6.9 △ 2.8 △ 4.0 18.2 △ 0.1

K 不動産業，物品賃貸業 145.7 0.7 3.7 139.1 0.6 2.4 6.6 4.7 45.4 19.3 0.1

L 学術研究，専門・技術サービス業 156.4 △ 1.3 △ 0.2 145.7 △ 0.2 0.6 10.7 △ 15.1 △ 9.6 19.4 △ 0.4

M 宿泊業，飲食サービス業 103.4 2.4 12.2 96.1 3.6 8.6 7.3 △ 10.9 103.1 15.5 0.2

N 生活関連サービス業，娯楽業 139.0 0.4 10.3 131.6 1.1 8.6 7.4 △ 10.8 50.6 18.7 0.1

O 教育，学習支援業 144.5 △ 5.9 △ 2.6 124.2 △ 3.7 △ 1.8 20.3 △ 17.2 △ 6.6 17.2 △ 0.9

P 医療，福祉 134.6 △ 1.7 △ 1.2 128.4 △ 2.3 △ 2.0 6.2 8.8 13.7 18.1 △ 0.3

Q 複合サービス事業 158.7 6.7 △ 1.0 150.4 5.1 △ 1.8 8.3 45.6 13.9 19.8 1.1

R サービス業（他に分類されないもの） 131.4 △ 1.6 △ 0.2 123.5 △ 1.4 △ 0.8 7.9 △ 4.8 8.3 18.4 △ 0.3

（３）常用労働者数及び労働異動率 （規模5人以上，令和4年12月）

前月比 前年同月比
人 ％ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

TL 調査産業計 452,613 0.1 0.5 29.7 △ 0.6 1.01 1.53

D 建設業 24,006 △ 0.6 2.4 3.7 △ 3.9 0.10 0.65

E 製造業 81,552 4.3 9.5 12.3 △ 3.4 1.14 0.53

F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,736 0.2 △ 11.3 3.6 △ 1.8 0.12 0.00

G 情報通信業 5,271 △ 0.8 △ 1.8 13.5 9.7 0.60 1.43

H 運輸業，郵便業 29,109 0.0 △ 2.5 12.8 △ 3.5 0.75 0.81

I 卸売業，小売業 84,260 △ 0.5 2.0 50.6 6.4 0.57 1.08

J 金融業，保険業 14,593 △ 2.8 △ 5.0 6.6 △ 5.4 0.05 2.79

K 不動産業，物品賃貸業 5,976 2.1 15.0 32.3 1.5 2.60 0.53

L 学術研究，専門・技術サービス業 8,311 △ 1.0 2.8 6.3 △ 1.0 0.21 1.18

M 宿泊業，飲食サービス業 29,399 △ 2.6 △ 11.0 67.3 △ 16.3 4.86 7.40

N 生活関連サービス業，娯楽業 10,919 0.3 △ 4.6 42.3 △ 9.4 1.33 0.96

O 教育，学習支援業 24,940 △ 0.3 2.3 26.8 2.8 0.02 0.31

P 医療，福祉 93,014 △ 1.2 0.5 28.9 3.8 0.53 1.66

Q 複合サービス事業 6,609 0.0 △ 6.7 8.7 △ 3.4 1.50 1.47

R サービス業（他に分類されないもの） 32,779 0.0 △ 7.3 44.3 0.5 1.61 1.60

注1）「きまって支給する給与」（定期給与）とは、労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与でいわゆる基本給、
　家族手当、超過労働手当等を含みます。
注2）前月比及び前年同月比は、令和２年を100として作成した指数を用いて算出しています。

注3）実質賃金指数は、令和２年を100として作成された消費者物価指数を用いて算出しています。
注4）「C鉱業，採石業，砂利採取業」については、県内事業所数僅少のため公表を差し控えています。
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